
1．目的と問題

本研究では、2000 年代初頭に米国の経営学

者 H. Chesbrough が提唱したオープン・イノベー

ション（Open Innovation、）について、その概

念を検討して独自の解釈を示し、画像半導体産

業の転換史をもとにその正当性と含意を確認す

る 1。オープン・イノベーションは 2016 年の現

在までに、学会でも実業界でも広く議論と実践

が試みられるようになった。しかし、オープン・

イノベーションとは実際何であるのか、につい

て合意はない。

オープン・イノベーションは、徐々に形を変

えながら、これまで広範な定義が与えられてき

た。オープン・イノベーションはもともと、技

術の事業化・商品化に関わるものの見方「パラ

ダイム」として議論が始まった。「オープン・

イノベーションは、企業内部と外部のアイディ

アを有機的に結合させ、価値を創造することを

いう。（中略）オープン・イノベーションは、

アイディアを創造した企業がそのアイディアを

商品化するのが基本である。しかし、商品化す

るのはアイディアを創造した企業である必要は

ない。また、商品化するアイディアも。その企

業が創造したアイディアに限らない」2。一方、

2006 年にオープン・イノベーションは「社内

のイノベーションを促進し、イノベーションを

社外で活用する市場を広げるため、意図的に知

識の流入と流出を活用する」こととして再定義

される 3。事業化よりもイノベーションの促進

と活用が強調される。さらに 2014 年のオープ

ン・イノベーションは「意図的に管理された、

組織境界を越える知識の流れから生じる、分散

型のイノベーション・プロセス」として定義さ

れる 4。強調されるのは、研究開発活動の結果

として本来意図せず発生してしまう、スピル

オーバーの意図的な管理である。

強調点は改めて議論するとして、問題はその

定義の広さ・包括性と含まれる活動の多様性に

ある。オープン・イノベーションには、以下の

ような活動が含まれるとされる。社外から取り

込まれるインバウンドの知識の流れとして、人

材のスカウト、特許ライセンス導入、大学への

委託研究、ベンチャー企業投資、中間業者・サ

プライヤ・顧客との協調、秘密保持契約の利用、

コンソーシアムや開発者コミュニティへの参

加、M&A、クラウドソーシングなどである。

社外へと送り出されるアウトバウンドの知識の

流れとして、特許ライセンス供与、技術供与、

スピンアウト、スピンオフ、コーポレート・ベ

ンチャー・キャピタル、コーポレート・インキュ

ベータズ、合弁、提携、事業売却などである。

広く包括的な定義を持ち多くの活動を包含

するオープン・イノベーションは、上記で列挙

したような活動に関わる多数の研究者や実務家

を惹きつけることになる。研究はこれら様々な

諸活動について、組織論や戦略論、技術経営論、

国際経営論、知的財産管理論などとそのサブカ

テゴリの観点から行われていることがオープ

ン・イノベーションのレビュー論文で明らかに

されている 5。特に技術経営分野で関心が高く、

R&D Management 誌や International Journal of 
Technology Management 誌、研究技術計画誌な

ど世界でも日本でもオープン・イノベーション

の特集号が組まれている。

包括的な定義の下で各研究者がそれを比較

的自由に関心と関連付けながら議論できること

が、オープン・イノベーションの魅力の 1 つで
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あるかもしれない 6。ラフにとらえれば、また

当初の事業化に関わるという観点を見過ごせ

ば、組織の境界を超える意図的な知識のやり取

りはメディアや様態を問わずたいていはオープ

ン・イノベーションに関連付けられてしまう 7。

オープン・イノベーションの少なくとも出発点

が「パラダイム」であるから、その傘下であれ

ばオープン・イノベーション研究であるといえ

るかもしれない。日本ではオープン・イノベー

ションは、系列や中間組織、コンソーシアムな

ど日本で行われてきた実践の米国流パッケージ

であるといった見解や、研究開発の部分的な外

注化であるという見解、あるいは標準化を利用

したプラットフォーム・ビジネスであるといっ

た見解がある 8。

一方、オープン・イノベーション概念に対し

て、異なる領域から異なる見解の疑問あるいは

批判があって、その捉え方に混乱がある 9。た

とえば Groen & Linton（2010）は、オープン・

イノベーションがサプライチェーン・マネジメ

ントとほぼ同義なのではないかという疑問を呈

する。彼らによれば、サプライチェーン・マネ

ジメントは、サプライヤや顧客、その他の利害

関係者など企業の伝統的な境界を超えたところ

へ向かうことで、価値の創造に重点的に取り組

んでいる。こうしたサプライチェーン・マネジ

メントの定義はオープン・イノベーションを包

含しており、新たにオープン・イノベーション

として議論することはコミュニケーションを阻

害する可能性があるのではないかとする。また

技術経営の領域で Trott & Hartmann（2009）は、

過去 40 年以上の技術経営研究による発見や考

え方を再パッケージした以上のものがオープ

ン・イノベーションにはないとする。技術経営

研究では Allen & Cohen（1969）の“gatekeeper”
論のようにイノベーション・プロセスにおける

組織外とのつながりや情報の重要性が指摘され

てきたし、Cohen & Levinthal （1989）のように

自ら研究開発を行う企業の方が組織外の情報に

よりよくアクセスできることが指摘されてきた

とする 10。また彼らによれば、企業は数十年前

からその境界を超えて活動することの困難に直

面してきた。これに対して産業史・経営史の観

点から Mowery （2009）は、特に米国において

1985 年以降、産業界の研究開発は大きく様変

わりしており、Chesbrough（2003）の主張と通

ずる構造変化があったことを認めている。ただ

し彼によれば、1920 年代～ 30 年代までさかの

ぼれば、米国産業界の研究開発にはオープン・

イノベーションに共通の要素がすでにあり、

オープン・イノベーションとしてまとめられる

諸要素の新奇性に疑問が呈される。Mowery は

20 世紀前半、大企業が社内研究開発を通じて

社外のイノベーションをモニターして外部から

の技術獲得に役立て、また大学と企業の間に密

接な研究協力があったことを指摘している。

Chesbrough（2014）は上記の疑問や批判に答え

ているが、ここではオープン・イノベーション

の捉え方が様々であることを強調しておきたい。

他方、様々な領域・視角の研究がオープン・

イノベーションの名の下に行われるような状況

について、違うものをオープン・イノベーショ

ンと呼んで議論しているのではないかと嘆き、

問題解決のテクニックの 1 つとして極めて狭く

オープン・イノベーションを定義する見解もあ

る。破壊的イノベーション（disruptive innovation）
の考え方で知られる C. Christensen は、学会

Academy of Management の 2012 年 Annual 
Meeting において聴衆として参加した一連の報

告について、みなオープン・イノベーションと

いう用語を使いながら全然違うものをみていた

と主張する 11。彼のオープン・イノベーション

研究に対する疑問は、外部由来のアイディアな

らなんでもオープン・イノベーションなのか、

というものである。Christensen によれば、オー

プン・イノベーションはイノベーション努力の

いくらかを外部から調達する方法で、多くの場

合、企業が直面しているイノベーション問題を

一般に提示し、最良の解決策を生み出すために

個人が競い合うコンテストでこれを解決する。

クラウドソーシングのようなテクニックが、彼

にとってのオープン・イノベーションである。

必ずしも個人ではなく、世界中の企業や個人と

して表現されるけれども、「オープン・イノベー

ションの導入に成功している」とされる P&G
や大阪ガスのような企業では、このような手法
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がとられている。パラダイムではなく、企業に

導入すべき具体的な手法としてオープン・イノ

ベーションをとらえれば、このような解釈にな

るのであろう。

筆者らが実施した 2013 年のオープン・イノ

ベーションに関する聞き取り調査において、製

薬や精密機器、化学、電気機械、情報機器等の

事業を営む日本の大規模製造業企業では、オー

プン・イノベーションの実務はおおむね、共同

研究・共同開発・コンソ―シアム参加と、

M&A・出資に関わるものであった 12。大阪ガ

スのような例外を除いて「オープン・イノベー

ション室」では、しばしば買収候補や提携候補

の探索とその実務が行われる。研究所レベルの

オープン・イノベーション機能はしばしば、研

究者による共同研究を決済するものであった。

ただし、自社は「オープン・イノベーションと

は無縁ですべて自前主義」としながら、大学研

究室と共同研究を進め、研究開発コンソーシア

ムに参加するケースがある一方、顧客やサプラ

イヤとの共同開発事例をあげて、「自社はもと

より日本企業はかねてからオープン・イノベー

ションを遂行してきた」とする見解がのべられ

るケースがあるなど、実業界においてもオープ

ン・イノベーションの理解が一様であるとはい

いがたい。

以上のように、オープン・イノベーションは

その概念普及にも関わらず統一的な見解が形成

されているとはいい難い状況にあり、理解のた

めに概念の再検討が必要である。オープン・イ

ノベーションの考え方は、その用語誕生から

10 年以上を経て、大きく変わったとする見解

があるかもしれない。しかしここでは、その原

点から簡潔に基本的な論理ステップを追い、

オープン・イノベーションの概念を理解してい

きたい。

Chesbrough（2003）がオープン・イノベーショ

ンの議論で出発点としたのは、Xerox がコピー

機メーカーから情報集約型の製品メーカーへ

発展することを目指して設立したカリフォル

ニア州の Palo Alto Research Center（PARC）の

ケースである。PARCでは、パソコンのグラフィ

カル・ユーザー・インタフェース（GUI）や、ビッ

ト・マップ・スクリーン、フォント制御プロ

グラム PostScript、文書管理ソフトウェアなど

新奇で社会的に意義のある技術が開発された。

こうした新技術の多くが Xerox 自身の事業に

寄与しなかったことが知られている。それら

の多くは 1970 年代末から 90 年代末にかけて、

Adobe など 24 のベンチャー企業にライセンス

供与され、これら企業にはしばしば元 PARC の

技術者が転職していった。開発された技術群が

Xerox のビジネスモデルに合わなかったため、

同社は開発技術者が会社を去ることを認めたと

いう。また PARC はシリコン・バレーの中心に

あり、そこで 80 年代に入って発展したベン

チャー・キャピタル（以下、VC）産業から、

24 のベンチャー企業は事業資金を調達してい

たとする。

Chesbrough によれば PARC は、研究開発か

ら事業化までを社内で閉じて進める「クローズ

ド・イノベーション」からオープン・イノベー

ションへ研究開発のパラダイムが移行したこと

を示す典型例である。Xerox のコピー機事業が

サービスと消耗品から利益を得る所謂 razor & 
blades（替刃）ビジネスモデルに傾注していっ

たように、既存企業のビジネスモデルは、その

企業が行う事業の支配的論理（dominant logic）
として 13、既存事業ばかりか新規事業へも適用

されがちになる。開発された新技術が事業化さ

れて価値を生むには、それに相応しいビジネス

モデルが必要であるものの、それが支配的論理

として固着した従来のビジネスモデルであると

は限らない。新技術のために支配的論理を逃れ

て新たなビジネスモデルが生まれず、ビジネス

モデルを変えられないならば、死蔵させるので

ない限りライセンスやスピンオフなどの形で社

外に出すしかない。社外に出た技術は相応しい

ビジネスモデルを持つと考える企業がライセン

スを取得するか購入するであろうし、スピンオ

フやスピンアウトによる創業で技術をもって外

に出た「ベンチャー」企業は、VC とともに柔

軟にビジネスモデルを変える。技術やベン

チャー企業の供給者がいるのと反対に、その需

要者がいるかもしれない。需要者は、技術ライ

センスの取得や、ベンチャー企業の買収を行う。
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つまり、オープン・イノベーションはインバウ

ンドとアウトバウンドの双方向になる。以上が、

非常にラフに描いたオープン・イノベーション

の論理ステップになる。ただし彼の「ビジネス

モデル」のバリュー・チェーンには、技術を事

業化するのに必要な補完的資産（complementary 
assets）が入っており、支配的論理のような認

識面だけでの理屈でないことには注意が必要で

ある。以上のように論理ステップを描いてみる

と、オープン・イノベーションは個々のテクニッ

クというよりも、米国における「イノベーショ

ンのシステム」としての側面を強調しているよ

うに思われる。

このようなイノベーション・システムとして

のオープン・イノベーションを支え、クローズ

ド・イノベーションを米国で「衰退させた要因

（erosion factor）」として、Chesbrough が強調す

るのが以下の制度的要因である。第 1 に、優秀

な労働者とくに技術者の増加と、労働市場の流

動化である。流動性の増加によって、ベンチャー

企業が優秀な技術者を雇える時代が到来し、大

企業は他社が教育してくれた人材を雇うように

なった。また米国の移民政策の影響で、優秀な

技術者が国外から集まった。第 2 に、VC の登

場である。1980 年まで米国に VC はほとんど

存在しなかったが、その後急拡大し、大企業の

優秀な技術者たちは、ベンチャー企業からの魅

力的なオファーに誘惑されることになった。ま

た社内で棚上げが決定した技術の開発者たち

は、VC の資金を得て社外で事業化するように

なった。第 3 に、外部サプライヤが増加した。

大学卒労働者が増加し、VC が増加した結果、

知識や経験、資金の点で、IBM のような大企

業が新製品開発において従来活用不可能であっ

た外部サプライヤが登場し、増加したという。

Chesbrough がオープン・イノベーションの

成立について重視するこれら制度環境、あるい

はオープン・イノベーションの考え方そのもの

が、彼の博士論文から生まれた議論にさかのぼ

ると筆者は考える 14。彼は 1970 年代から 90 年

代半ばのハード・ディスク・ドライブ（以下

HDD：hard disk drive）産業史研究を行い、大

きな技術変化を迎えたときの米日における既存

企業の市場地位の変化について、各国の制度要

因による説明を一群の論文で試みた。米日の中

間的な制度システムを持つとして欧州を加えた

分析も 1 つあるが、ここでは継続的な比較がな

された米日に絞ってその分析をみておこう。彼

が 比 較 制 度「 理 論 」 を 構 築 し た と す る

Chesbrough（1999a）の議論が主である。

産業イノベーションの研究では、大きな技術

変化を迎えたときに既存企業は市場地位を落と

し、新興企業がこれにとって代わるとしばしば

主張されてきた 15。しかし米国の HDD 産業で

は確かに同様の傾向が観察されたものの、日本

では既存企業が市場地位を維持し、新興企業が

こ れ に 代 わ る こ と が な か っ た。national 
innovation system の議論を援用し 16、Chesbrough
が説明のために挙げたのが、新興企業による参

入の有無を決める 3 つの国家的制度要因の違い

である。

第 1 に、技術者労働市場の流動性である。米

国ではシリコン・バレーを典型として、この頃

までに技術者の流動性が相当高まっており、ほ

とんど研究開発投資をしてこなかった企業が、

技術的に最先端の企業から有能な技術者を雇い

入れることが可能であった。そのため新興企業

であっても、見込みのある新技術を事業化する

ことができた。米国 HDD 産業で新旧企業の交

代があっても、所属企業が異なるだけで同じ技

術者たちが開発をしていたという。労働市場が

流動的なため、転職先の新興企業が事業に失敗

しても、次の仕事を見つけることは比較的容易

であった。技術者たちの転職インセンティブに

はストック・オプションが活用され、401K の

ような年金プランは企業間を移動可能であっ

た。その反面、企業はいつ辞職するかわからな

い従業員への教育投資をしなくなった。これに

対して日本では、戦後に流動性が低くなり、既

存企業は教育投資をした技術者を社内に保持す

ることができた。日本の新興企業が、先端の技

術を持つ有能な技術者を既存企業から得ること

は非常に困難だった。このため日本では既存企

業と競合する新興企業がほとんど現れず、あっ

ても技術的に脆弱であった。他業種からの新規

参入は比較的多数あったが、やはり最高の人材
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を獲得することが難しく、結局すべてが撤退す

ることになった。日本の技術者は技能の幅を広

げながら企業内及び企業グループ内を移動した

のに対し、米国の技術者は狭い専門的技能を高

めながら企業間を移動した。

第 2 に、ベンチャー創業資本の量と構造であ

る。米国ではこの期間に年金基金をはじめとし

た VC が大量の資金を投じるようになり、新興

企業が有能な技術者や経営者を既存企業から獲

得してくるのを支援した。米国は比較的株式公

開が容易である上、企業売買の市場がより早期

に発達したため、VC が投資を回収するエグジッ

ト（exit）を見込みやすかった。そのため VC
はより多くの資金を投じられた。これに対して

日本では当時、銀行とつながった VC があった

ものの、投じる資金は少なかった。日本では当

時、株式公開のハードルが高く、企業売買の市

場が発達していなかったために M&A の数が少

なく、VC はエグジットを見込みにくかった。

VC からの資金や上場の見込みを背景に新興企

業が有能な技術者や経営者を既存企業から獲得

してくることは困難であった。このため、既存

企業が内部資金を投じて新たに子会社を設立し

て技術開発を担わせることが行われた。

第 3 に、補完的資産としての顧客との既存取

引関係の有無である。米国のHDD産業ではアー

ムズ・レングズの取引関係が基本であった。当

時 HDD 業界最大の顧客であった IBM は特定

のサプライヤにロックインされることを嫌っ

て、多数のサプライヤと取引をした。取引が見

直されると HDD サプライヤたちは深刻な打撃

を受けた。既存の取引関係がなくても性能・納

期・価格でベストとみなされれば大口顧客にも

すぐに採用されるため、サプライヤ達はリスク

を負って最先端の開発努力を行った。ただし特

定顧客への関係特殊的な投資は行わなかった。

これに対して日本では、顧客が子会社やグルー

プ内企業、出資関係のあるサプライヤと優先し

て取引をした。日本の大手顧客は社内に HDD
部門を持つと同時に子会社からも製品を調達し

た。サプライヤは特定顧客のための研究開発を

進めた。既存顧客の需要が新技術の市場導入ま

での時間を与えた一方、比較的限られた需要で

あったため、曖昧で先端的な技術機会の探索よ

りは、明確になった技術機会に向けて開発努力

が行われた。

以上の労働市場の流動性とベンチャー資金

の量と構造、サプライヤと顧客の取引関係の 3
制度要因は、相互補完的に各国でイノベーショ

ンのシステムを形成している。そのため日米で

制度要因の一部が収束することはなく、両国の

企業は自国の制度を前提に行動すべきであると

いうのが、当時の Chesbrough の主張であった。

制度的文脈がイノベーション・プロセスに影響

を及ぼすという彼の観点は、現在も変わらない

という。「制度的文脈は、イノベーション・プ

ロセス一般に、また特にオープン・イノベーショ

ンにとって重要である。（中略）オープン・イ

ノベーションは異なる制度環境の下では異なっ

た形をとるだろうし、少なくともいくつかの制

度環境ではうまく機能しないだろう」17。

重要なことは、Chesbrough の初期の著作か

ら明らかになるのは、オープン・イノベーショ

ンが、米日の対比の中で描かれた、米国型のイ

ノベーション・システムをとりだして、その原

型としていることである。人材の流動化と企業

内研究開発投資の過少化、新興企業と VC 産業

の成長、事業売却や上場によるエグジット、買

収による技術や人材、事業の獲得など、米国で

1980 年代から IT をはじめとするハイテク産業

の成長とともにより顕著になったイノベーショ

ン・パターンとしてのシステムである。これを

「シリコンバレー・モデル」と呼ぶならば、論

者に応じて意味や概念範囲が揺れ動くオープ

ン・イノベーションとは、20 世紀米国のハイ

テク・セクターで顕著になったイノベーション・

システム、シリコンバレー・モデルの概念化で

あったというのが本稿の主張である。オープン・

イノベーションはイノベーションのためのテク

ニックというよりは、資本市場や労働市場、産

学連携基盤などに裏打ちされた地域・国家など

集計レベルのシステムであると筆者は考える。

以下では、画像半導体イメージセンサの産業

史研究を通じて、米日のみならず各国・地域で、

どのようなイノベーション・プロセスを通じて、

主流技術が転換していったのかをみていく。
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オープン・イノベーションが米国だけのもので

ないとするならば、また制度によって異なる形

のオープン・イノベーションがあるというなら

ば、オープン・イノベーションとしてまとめら

れるイノベーション・システム要素のどれだけ

がどのような形で各国・地域で実践されてきた

のか、同一産業の各国企業の動きを見ることで

明らかになることがありそうである。さらに、

米国が「クローズド・イノベーション・パラダ

イム」から「オープン・イノベーション・パラ

ダイム」へイノベーション・システムのシフト

を進めた頃、他国ではどのような状況にあった

のかという観点を持ちながら、同産業史を見て

いく。具体的には、撮像デバイスが撮像管から

画像半導体 CCD へと主流技術が変化したとき

のプロセスと、CCD から CMOS イメージセン

サへ変化した時のプロセスがどのように違って

いるのかを見る。後者において、創業や買収、

スピンオフ、スピンアウト、特許の流通市場と

法的整備などを特徴とするオープン・イノベー

ションの世界観が、どれほど色濃くなったこと

かを確認していく。

2．画像半導体産業史：イントロダクション

イメージセンサと呼ばれる画像半導体産業

は、過去 2000 年代に市場規模が数量で百数十

倍に拡大し、その過程で支配的技術が転換する

とともに、新興企業と既存の大企業 40 社以上

が相乱れてその競争地位を変化させてきた。イ

メージセンサは、光を電気信号に換えてエレク

トロニクス機器で画像・映像として扱えるよう

にする「電子の目」として機能する半導体部品

である。デジタルスチルカメラ（以下 DSC）
やカムコーダをはじめ、監視カメラ、携帯電話、

パソコン類 18、ゲーム機、自動車、航空機、惑

星探査機、医療機器や生体認証機器など様々な

用途で、カメラの中核部品として搭載されてい

る 19。

この産業では一般に、2000 年代に主流の技術

方式が CCD（Charge Coupled Device：電荷結合

素子）から CMOS（Complementary Metal–Oxide–
Semiconductor：相補型金属酸化膜半導体）へと

転換していったことが知られている。ただしこ

こでの主眼は、主流技術の事実上の標準（de 
facto standard）について、議論することにはな

い。むしろ CCD から CMOS への基本技術の転

換が、産業の生態系を根本的に変質させていっ

たことをみていく。それは少数の既存大企業が、

半導体部品でも、その用途市場でも寡占的に製

品を供給していた状況から、技術転換を事業機

会ととらえた多数の企業が世界中から参入し、

拡大を試みる状況への転換であった。

シリコン・バレー形成期の米国を中心に進ん

だ撮像デバイスの画像半導体化、つまり固体化

の流れは、当初、日本の大手エレクトロニクス

企業による CCD 事業化に結実し、カムコーダ

や DSC の市場をもたらした。これに対して、

CCD から CMOS イメージセンサへの移行は、

CCD でイメージセンサの市場を席巻した日本

に対する米国カリフォルニア州地域からの反撃

とみることもできる。ただし各国でその種が生

まれており、事業のスピンアウト・創業・買収・

売却を特徴とするシリコンバレー・モデルの世

界的敷衍とみることもできる。撮像管から CCD
への主流技術の転換から利益を得たのは日本企

業であったが、CCD から CMOS イメージセン

サへの転換では各国から既存企業と新興企業が

入り乱れてその利益を得ようと奮闘した。

イメージセンサ産業の転換過程において、シ

リコン・バレーは重要な役割を果たしたけれど

も、企業の創業、スピンアウト、買収、スピン

オフ、再編は、英国、米国、韓国、台湾、中国、

ベルギー、イスラエル、日本、スウェーデン、

ドイツなど各国・地域でグローバルに行われた。

その土台には、それぞれの国・地域がそれぞれ

にもつ創業およびその支援環境をみることがで

きる。この産業の転換では大学発ベンチャー企

業が重要な役割を果たしていた 20。大学や研究

機関からの創業や、大企業からスピンアウトし

ての創業、逆にベンチャー企業を買収・出資し

ての参入・事業強化・技術取得、事業合理化の

ためのスピンオフ・売却、激しい技術開発競争

と特許化・ライセンス供与（および特許侵害訴

訟）、共同開発など、オープン・イノベーショ

ンとしてしばしば言及される諸要素がつまった
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産業の転換過程であった。興味深いことに、主

流技術の転換を伴うこうした産業転換のダイナ

ミズムは、同産業が以前に経験した撮像管から

CCD への技術転換とは根本的に異なるもので

あった。米国で発明・開発が進み、日本企業が

カムコーダの事業化とともに、1980 年代に量

産を成功させた CCD は、米国でも日本でも、

既存企業とその研究所が、撮像管からの転換の

担い手であった。世界各国における CMOS イ

メージセンサ事業化を全体として把握するた

め、比較的長い記述が必要になる。紙面の制約

から本稿を含め、数編で同産業の歴史を描く。

本産業史研究は、イノベーションと戦略転換

研究の対象事例研究としてはじめられた。当初

は、Eastman Kodak や 富 士 フ イ ル ム、Agfa-
Gevaert、コニカ 4 社の旧写真フイルム企業に

よるデジタル技術への直面と転換行動に注目し

たものの、イメージング産業のより長期かつダ

イナミックな産業発展と転換に迫るため、サプ

ライヤである画像半導体の産業史にフォーカス

することにした。

データ収集は、イメージセンサ企業とその顧

客、大学研究機関へのヒアリング調査と二次資

料調査を行った。ヒアリングは 18 の米日企業・

機関に対して 26 回行われた。これには email
と電話による追加的なヒアリングを含まない。

ただし、イメージセンサ企業は世界各国にまた

がり、これまでに参入企業が少なくとも百数十

社あるといわれ、研究のタイムフレームも 30
年間以上におよぶ。このため次善の方法として

調査の多くを膨大な二次資料の丹念な精査に

頼った。一部企業からは内部資料の提供もあっ

たが、FactivaとLexisNexis、Mergent等からニュー

スや集計値、論文、特許をはじめとした資料を

収集し、事業報告書や目論見書、財務資料など

数十社の開示資料をロンドン、ニューヨーク、

香港、東京、テルアビブ、韓国、台湾など各国

の証券取引所と当該企業から得た。これ以外に

ISSCC（Internat ional  Sol id-State  Circui ts 
Conference）や IEDM（IEEE International Electron 
Devices Meeting）、映像情報メディア学会、テ

レビジョン学会などの学会誌や学会報告、ビジ

ネスケースやプレスリリース、関連書籍を合わ

せ、数万件の資料を精査して組み立てた。また

紙媒体の資料のみならず、各機関のwebページ、

web 上の専門ニュース配信サイト、現役及び引

退した関連技術のエンジニアが書き込むことで

知られる web ブログ掲示板などオンライン・

リソースも積極的に利用した。web ニュース記

事の一部は、Factiva 等のデータベース経由で

取得しており、この場合は当該 web アクセス

日時の記載がない。調査期間は基本的に 2014
年 6 月から 2016 年 3 月で、オンライン・リソー

スにも時期に偏りがあるものの、同期間にアク

セスしている。この間に OmniVision や Aptina
のように企業買収が行われた結果、閲覧が不能

になった web サイトがある。この期間以前に

行われたヒアリング調査や収集資料も活用して

いる。資料の言語は、英語と日本語、韓国語、

中国語、ドイツ語、スウェーデン語、フランス

語、ヘブライ語などである。英語と日本語以外

の資料の理解には、Google 翻訳サービスを利

用した。

イメージセンサ産業には公的なデータ集計が

少なく統計の蓄積が弱い。画像半導体の半導体

全体に占める比率は大きくなく、携帯電話やDSC、
自動車といった身近な製品に組み込まれた「黒

衣」である。しかし自動車やメジャーな電子機

器ほどの情報の露出と集計がない。そのため市

場規模や市場シェアなどの集計値については、

民間調査機関のデータを主に利用した。同産業

に関わる「業界でメジャー」な調査機関には、

Techno System Research（TSR）やYole Development、
IHS Technology（iSuppli）等があるが、入手で

きた範囲でデータをクロス・チェックし、誤差

が大きい場合にはヒアリング調査に基づいて業

界で信頼性が高いとされる TSR のデータを優

先した。本研究では大学・研究所・企業間の知

識の流れに注目するため、取引関係とともに、

創業、買収、M&A、事業売却、スピンオフな

どの企業の流れと、キーパーソンの企業間移動

に注目している。したがって調査の目的上、キー

パーソンのキャリアに触れることになるが、こ

れは彼ら自身によって特許や論文として公刊さ

れているもの、インターネット上で不特定多数

が閲覧可能な状態で自ら公開されてきたもの、

経営志林　第53巻1号　2016年4月　　31



および公開してかまわないと了承を得たものだ

けに限定して記してある。

3．画像半導体イメージセンサの誕生と事業化

本稿が主に見るのは、CCD から CMOS への

主流技術の転換が、イメージセンサ産業の生態

系を根本的に変えていくプロセスである。その

前史として、最初に撮像デバイスの半導体化、

撮像管からイメージセンサへの主流技術の転換

についてみておく。まず米国でのイメージセン

サの発明から、日本企業が CCD の量産技術を

確立し、1980 年代から 1990 年代にかけての主

用途カムコーダの事業化とともに世界的なプレ

ゼンスを獲得していたことを確認しよう。同様

の流れは、1990 年代から 2000 年代にかけての

主用途 DSC でもみることができる。

半導体でつくるイメージセンサ「固体撮像素

子」は、1960 年代の米国に主に端を発している。

米国では、1960 年代に、光を電気信号に変換

する「光電変換」デバイスとして、現在の

CMOS イメージセンサの源流となる「XY アド

レス型」と呼ばれる方式の固体撮像素子の研究

開発が盛んに行われた。XY アドレス型とは、

光を電気に変える画素（光電変換素子・フォト

ダイオード）を縦横に配列し、そこでつくられ

た電気信号（電荷）を、外部（シフトレジスタ）

から、順番に選んで、読み出していく方式であ

る。XY アドレス型の固体撮像素子として代表

的なものは、1963 年に Honeywell で開発され

たフォトスキャナ（photo-scanner）、1964 年に

IBM で開発されたスキャニスタ（scanistor）、
そして 1967 年に Fairchild Camera and Instrument
で開発された MOS 型イメージセンサ（フォト

ダイオードの電荷蓄積モード動作の提案）であ

る 21。XY アドレス型の固体撮像素子は、1960
年代の米国における活発な半導体技術開発活動

を通じて、解像度の向上や構造の洗練といった

点でその技術を発展させていった。日本でも

1960 年代末に NEC や日立製作所で半導体メモ

リと同じ製造プロセスが使える MOS 型イメー

ジセンサの研究開発が始まり、1972 年には 100
× 100 画素のカムコーダが試作された 22。しか

し、当時の半導体技術では、主用途として考え

られたカムコーダに必要な 25 万画素とその走

査回路を歩止まり良く製造することは困難で

あった。それでもなお、MOS 型イメージセン

サは、1975 年に日立から 250 × 250 画素のデ

バイスが報告されるなど着実に画素数の向上が

図られ、1981 年には日立から同センサを使っ

た家庭用カムコーダが発売された。しかし

MOS 型イメージセンサは比較的感度が低く、

ノイズ水準を下げることが当時未だ難しかった

ため、市場での主流技術にはなりえなかっ

た 23。

これに代わって注目を集め、1980 年代に撮

像管を代替して 2000 年代まで主流技術の地位

を維持したのが、1970年にBell Laboratories（Bell 
Labs：ベル研究所）の Boyle らが発表した

CCD であった 24。CCD は、光を電気信号に換

える画素がその信号の運搬も担う電荷転送型と

呼ばれる方式で、信号を運ぶ別の回路を必要と

しない。このために CCD は、画素の数を増や

す解像度の向上が行いやすく、雑音レベルも低

減できると考えられたのである。1981 年に

CCD を使った電子カメラ規格「マビカ」

（Magnetic Video Camera）を発表し、後にカム

コーダおよび DSC 向けイメージセンサの最大

供給企業となるソニーでは、Bell Labs のライ

センスを受け 1970 年 12 月から CCD の開発が

始まっている 25。当時、MOS 半導体技術に遅

れていたソニーではこれにとらわれない CCD
技術開発に注力し、MOS メモリの強力な開発

製造技術と事業を持った日立では、メモリ製造

プロセスを転用できる MOS 型イメージセンサ

の事業化にこだわった 26。また東芝でも CCD
の開発が行われたが、半導体事業では市場とし

てより大きなメモリの傍らでリソースが配分さ

れる開発製造であった。

ソニーや MOS 型の日立以外にも、ほとんど

の電機メーカーとカメラ写真企業が 1980 年代

までに CCD その他のイメージセンサの開発に

関わった。NEC、松下電器、シャープ、三洋電

機は、ソニーや日立とともに半導体イメージセ

ンサを搭載した家庭用カムコーダを事業化する

ために、CCD の開発を進めた。半導体が真空
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管から、トランジスタ、集積回路へと固体化し

ていく流れの中で、撮像管の固体撮像素子への

固体化も「当然のもの」として多くの企業で予

期されていた。撮像管は、1920 年代後半に米

独で電子式の解像管（image dissector）として

発表されて以来、テレビ放送の開始と普及にと

もなって、アイコノスコープ、イメージ型のイ

メージオルシリコン、光導電型のビジコン、ブ

ランビコンと、感度の向上や小型・軽量化の点

で技術進歩が重ねられていた 27。さらに CCD
が登場する 1970年代には、カルニコン（1971年、

東芝）、サチコン（1972 年、NHK・日立）、ニュー

ビコン（1974 年、松下電器）など様々な高性

能撮像管が日本の電機メーカーによって独自に

開発され、撮像管の生産技術と生産数量の点で

市場を主導するようになっていた。

しかし他方では、米国を中心に CCD をはじ

めとする半導体でカメラ機能を固体化する試み

が進んでおり、1970 年代半ばに家庭用ビデオ

装置市場が立ち上がったことから、放送業務用

に用いられていたビデオカメラが、家庭向け

CCD ビデオカメラとして事業化されていくこ

とが考えられた 28。例えば、ソニーでは、1977
年に「ベータ」方式の家庭用ビデオ装置を開発

した中央研究所第 2 開発部において、「全ての

寸法がベータマックスの 1/2 になる VTR（ビデ

オ装置）をつくる」ことを目標に 8 ミリビデオ

装置の開発が開始され、この 8 ミリビデオを

使ったビデオカメラの小型化のために CCD 採

用による固体化が強く意識されるようにな

る 29。NEC でも、1978 年に植之原道行取締役

研究所長（当時）をプロジェクト・リーダーと

する単板 CCD カラーカメラの開発プロジェク

トチームが発足しており、翌 1979 年には 1980
年代初頭の発売を目標として、20 万画素の単

板 CCD カラー・カムコーダが発表されている。

撮像管を 1 本使う単管カラー・ビデオカメラが、

一足早く 1978 年に各社からの発売が開始され、

ビデオカメラ市場は家庭用ビデオ・システム市

場の一部として立ち上がっていく。図表 1 に示

されるように、家庭用ビデオ装置が 1978 年か

ら 5 年後の 1983 年までの間に国内で 147 万台

から 1800 万台へと生産を急増させていくとと

もに、ビデオカメラもこの 5 年間に 12 万台か

年代までに CCD その他のイメージセンサの開発に関わった。NEC，松下電器，シャープ，

三洋電機は，ソニーや日立とともに半導体イメージセンサを搭載した家庭用カムコーダを

事業化するために，CCD の開発を進めた。半導体が真空管から，トランジスタ，集積回路

へと固体化していく流れの中で，撮像管の固体撮像素子への固体化も「当然のもの」とし

て多くの企業で予期されていた．撮像管は，1920 年代後半に米独で電子式の解像管（ image 
dissector）として発表されて以来，テレビ放送の開始と普及にともなって，アイコノスコ

ープ，イメージ型のイメージオルシリコン，光導電型のビジコン，ブランビコンと，感度
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年代には，カルニコン（1971 年，東芝），サチコン（1972 年，NHK・日立），ニュービコ

ン（1974 年，松下電器）など様々な高性能撮像管が日本の電機メーカーによって独自に開

発され，撮像管の生産技術と生産数量の点で市場を主導するようになっていた．  
 

図表 1．家庭用ビデオ装置（VTR）とカムコーダの国内生産台数推移  

  
出所）主に以下を参考に作成．通商産業省  (各年 )  機械統計年報 ,  通商産業調査会 .  通商産業省編  (各

年 )  電子工業年鑑 ,  電波新聞社 .  単位は万台，横軸は西暦 19xx 年。カムコーダの出荷数量にはカメラ

機構と録画機構が分離した従来型ビデオカメラを含む。  
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ていくことが考えられた 28。例えば，ソニーでは，1977 年に「ベータ」方式の家庭用ビデ

オ装置を開発した中央研究所第 2 開発部において，「全ての寸法がベータマックスの 1/2
になる VTR（ビデオ装置）をつくる」ことを目標に 8 ミリビデオ装置の開発が開始され，

この 8 ミリビデオを使ったビデオカメラの小型化のために CCD 採用による固体化が強く
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図表 1．家庭用ビデオ装置（VTR）とカムコーダの国内生産台数推移

出所）主に以下を参考に作成。通商産業省（各年）機械統計年報、通商産業調査会。通商産業省

編（各年）電子工業年鑑、電波新聞社。単位は万台、横軸は西暦 19xx 年。カムコーダの出荷

数量にはカメラ機構と録画機構が分離した従来型ビデオカメラを含む。
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ら 120 万台へと量産規模を 10 倍に拡大させて

いった。

CCD を中心とするイメージセンサは 1970 年

代初頭から世界の電機メーカーによって活発な

研究開発活動が展開されていたものの、1970
年代末から 1980 年代半ばまでの量産段階への

移行にともなって、多くの困難を抱えていた。

まず、CCD は家庭用カムコーダへの搭載を主

要な用途として開発され、設計、試作段階では

解像度や感度、雑音レベルといった技術的特性

の点ですでに実用化が可能とされていたもの

の、実際に大衆市場を対象に量産しようとする

と、製造上の問題からこれらの技術的特性を安

定的に実現することができないでいた。CCD
製造の歩留まりは容易には向上せず、価格が思

うように下がらなかったので、家庭用ビデオカ

メラへの CCD 搭載は 1980 年代初頭の時点で

は依然、危ういものであった。たとえば、1980
年にソニーが航空旅客会社に販売した 50 個余

りの CCD は、3 千個以上製造してようやく 1 個、

販売できる水準のものが得られるという割合で

つくられ、1 個 30 万円という高価格であっ

た 30。CCD に代替される筈の主流イメージセ

ンサ技術、撮像管は 1970 年代末から家庭用ビ

デオカメラ搭載を念頭に研究開発活動が活発に

行われ、1980 年代初頭までに急速に小型化・

軽量化と高解像度化が進んだ 31。CCD を開発

する多くの企業で投資に対する見込み収益が低

すぎるという理由で、撤退が幾度も検討された。

開発に先んじた米企業の多くがすでに撤退して

いた。状況に変化をもたらしたのが、ソニーを

筆頭に進んだ 1985 年のカムコーダ（カメラ一

体型 VTR）の発売である。従来は独立に販売

されていたビデオカメラとビデオ録画再生装置

を一体化してもなお小型である、という点を訴

求したカムコーダは、図表 2 に示されるように、

撮像管を CCD へ代替せしめ、CCD の主用途と

して市場を開いていった 32。

ジェクト・リーダーとする単板 CCD カラーカメラの開発プロジェクトチームが発足して

おり，翌 1979 年には 1980 年代初頭の発売を目標として，20 万画素の単板 CCD カラー・

カムコーダが発表されている．撮像管を１本使う単管カラー・ビデオカメラが，一足早く

1978 年に各社からの発売が開始され，ビデオカメラ市場は家庭用ビデオ・システム市場の

一部として立ち上がっていく。図表 1 に示されるように，家庭用ビデオ装置が 1978 年か

ら 5 年後の 1983 年までの間に国内で 147 万台から 1800 万台へと生産を急増させていく

とともに，ビデオカメラもこの 5 年間に 12 万台から 120 万台へと量産規模を 10 倍に拡大

させていった．  
 

図表 2．撮像管，エリア CCD，カムコーダの国内出荷数量の推移  
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図表 2．撮像管、エリアCCD、カムコーダの国内出荷数量の推移

出所）主に以下を参考に作成。通商産業省（各年）機械統計年報、通商産業調査会。通商産業省

編（各年）電子工業年鑑、電波新聞社。工業市場研究所（1987）イメージセンサに関する調査、

工業市場研究所。日本経済新聞社、日経ニュース・テレコン、1996 年 7 月 15 日。単位は万台、

横軸は西暦 19xx 年。カムコーダの出荷数量にはカメラ機構と録画機構が分離した従来型ビデ

オカメラを含む。
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4�．1990 年代からの主用途の転換と産業構造の
変質

1990 年代後半には、早くも成熟化を始めて

いたカムコーダに代わって、DSC 市場が本格

的に立ち上がりイメージセンサの主用途として

CCD 市場の成長をけん引しはじめる 33。カメ

ラの電子化は 1970 年代に構想されて技術開発

が進み、1980 年代のアナログ電子スチルカメ

ラ「マビカ」や、1990 年代初め DSC として事

業化された Kodak DCS（Digital Camera System）、

富士フイルム DS-100 等の製品による試行錯誤

的な市場開拓努力を経て、1995 年の日本から

市場が本格的に確立した。市場拡大の契機に

なった製品カシオ QV-10 や Apple QuickTake 
100 をはじめ、当時の DSC はパソコン周辺機

器としての位置づけもなされたものの、激しい

解像度向上競争とともに、図表 3 に示されるよ

うに 1990 年代末からフイルムカメラを置き換

えていった。従来の交換レンズが利用可能で価

格を抑えた一眼レフ DSC、ニコン D1 が 1999
年に発売されると、報道機関等プロ向けセグメ

ントでも DSC の採用が進んでいった。現在は、

静止画の枠を超えて、映画製作の分野でも一眼

レフ DSC が利用されている。

日本の CIPA は、世界 DSC 市場の大半を占

めるとされる日本企業の製品出荷数及び出荷金

額を集計しており、これは DSC 市場規模の代

理データとしてしばしば利用される。同集計

データによれば、DSC 市場は金額では 2008 年

に 2.2 兆円弱、数量では 2010 年に 1.2 億台強の

出荷をピークとして達成した後、急速に縮小し

ている。DSC 市場縮小の主たる原因として広

く考えられているのが、カメラ一体型携帯電話

（以下、カメラフォン）の高解像度化・高画質

化による DSC 代替である。かつては写真を撮

家庭用ビデオ装置の生産台数の推移

VTR Camcorder

70 5

71 5

72 11

73 14

74 12

75 12

76 29

77 76

78 147 12.5

79 220 28.7

80 444 62

81 950 90

82 1,313 89

83 1,822 120

84 2,712 157

85 2,828 257

86 3,127 326

87 2,749 461

単位）万台

出所）通産省生産動態統計，日本電子機械工業会『電子部品産業の中期ビジョン策定に関する報告書』，電波新聞社「電子工業年鑑」各年版．

撮像管，エリアCCD，ビデオカメラの国内出荷数量の推移
万個，万本

CameraTuCCD (are Camcorder
80 115 0 62
81 176 0 90
82 155 0 89
83 178 0 120
84 192 15 157
85 260 100 257
86 191 350 326
87 94 500 461
88 102 750 668
89 64 800 693
90 64 1,000 880

出所）通商産業省『機械統計年報』，電波新聞社『電子工業年鑑』，日本経済新聞社『日経ニュース・テレコン』，『日経産業新聞』，工業市場研究所(1987)『イメージセンサに関する調査』などの公表資料を参考に筆者

1999年の世界CCD市場シェア（数量） 2014年の世界CMOSイメージセンサ市場シェア（数量）

Sony PanasonicSharp Sanyo Toshiba Others SUM
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ore

OmniVisioSony Samsung SKHynix
On Semi

Superpix STMicro Toshiba

## 39.3% 30.7% 9.6% 3.6% 7.9% 8.9% 2800 富士キメラ総研『有望電子部品材料調査 2014 21.6% 20.6% 18.4% 14.9% 9.7% 5.6% 2.2% 1.9% 1.6%
東芝は2000年にCCDから撤退，CMOSイメージセンサにフォーカス

1990年代後半DSC市場の立ち上がり，2000年まで6年間でカムコーダと並ぶ市場規模になった。金額では2008年の2.2兆円弱，数量では2010年の1.2億台まで市場が拡大し，これ以降カメラ一体型携帯電話（以

フイルムカメラ（Film Camera）及びデジタルスチルカメラ（Digital Camera）出荷数（万台）及び金額（億円）推移 万台/億円Film Cam Digital CaFilm Cam Digital Camera Revenue
1977 917 2,370
1978 1,148 2,727
1979 1,339 2,961
1980 1,573 3,507
1981 1,673 3,720
1982 1,553 3,344
1983 1,636 3,374
1984 1,844 3,631
1985 2,025 3,753
1986 2,199 3,736
1987 2,267 3,457
1988 2,235 3,360
1989 2,568 3,627
1990 2,853 3,858
1991 2,976 3,939
1992 2,719 3,420
1993 2,677 3,020
1994 2,668 2,994
1995 2,957 2,954
1996 3,112 3,225
1997 3,667 3,750
1998 3,600 3,842
1999 3,388 509 3,588 2,279
2000 3,172 1,034 3,020 4,380
2001 2,760 1,476 2,399 5,454
2002 2,366 2,454 2,000 7,977
2003 1,630 4,341 1,181 12,250
2004 1,006 5,976 540 15,460
2005 538 6,476 247 15,586
2006 164 7,897 88 17,744
2007 79 10,037 39 20,605
2008 11,976 21,640
2009 10,587 16,208
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図表 3．フイルムカメラ及びDSCの世界出荷数及び金額推移

出所）カメラ映像機器工業会（以下、CIPA：Camera & Imaging Products Association）集計データ

を参考に作成。出荷数単位は万台、出荷金額単位は億円。横軸は西暦年。同集計は 2015 年 12
月 1 日現在、DSC を販売する日本企業 10 社の出荷合計となっており、相応に出荷量が多い

Samsung グループ企業などこれ以外を含んでいないことに留意する必要がある。金額は未デフ

レート。
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影するためにカメラ専用機を購入し、所持する

ことが一般的であったものの、通話やインター

ネット検索をはじめとするサービス利用のため

に持ち歩くカメラフォンが、許容できる画質を

提供するようになれば、カメラ専用機の DSC
は所持する必要がなくなる。

カメラフォンは、DSC 同様に、日本から市

場形成が始まり、世界に普及していった。カメ

ラを搭載した携帯電話のコンセプトは、夢の未

来技術テレビ電話として遅くとも数十年前から

各国で構想され、1990 年代半ばから展示会で

試作機が出展されるようになる。たとえば松下

電器産業（現在のパナソニック）は、1995 年 9
月 25日に世界で初めて cordless videophone（PHS
方式のカメラ付携帯電話）の試作機を開発した

として、記者発表している 34。報道によれば、

同試作品は翌 10 月に Geneva で開催された展

示会 Telecom 95 に出展され、これ以降 1998 年

2 月 Hannover の CeBIT '98 で Siemens が試作機

を出展したのに続き、1999 年 10 月 Geneva の

Telecom 99 までに、多数の企業がカメラフォン

を出展しており、すでに現在の携帯電話と同じ

ように背中合わせに 2 つのカメラを搭載するも

のもあったという 35。引き続いて商品化された

のは、日本市場においてであった。まずテレビ

電話を想定して内側カメラを搭載した京セラ

VP-210（PHS）が 1999 年 9 月に DDI ポケット

から発売され、2000 年 11 月には J-PHONE か

ら外側カメラを搭載したシャープ J-SH04 が発

売されて好調な販売を記録した。その後、ツー

カーや au、NTT ドコモ等他の通信事業者向け

にもカメラフォンの発売が相次いだ。欧州では、

1990 年代末に Motorola から世界市場シェア首

位の座を奪った Nokia が、2002 年 1 月にカメ

ラフォン Nokia 7650 を発売し、米国でも 2002
年 11 月の Sanyo SCP-5300 発売を皮切りに徐々

にカメラフォンの導入が進んだ 36。米調査会社

IDC（International Data Corporation）によれば、

2003 年 11 月までに、米国で 600 万台、世界では

8000 万台のカメラフォンが販売されたという。

イメージセンサ事業からすれば、販売数量の

点で、カメラフォンは DSC をはるかにしのぐ

ビ電話を想

ケットから

J-SH04 が

通信事業者

から世界市

を発売し，

の導入が進

年 11 月ま
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図表 4．フイルムカメラとDSC、カメラフォンの世界出荷数推移

出所）カメラ映像機器工業会および日本経済新聞社（各号）日経マーケット・アクセス・レポート、

各種刊行資料掲載の Techno System Research の集計を参考に作成。単位は万台。横軸は西暦年。
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モンスター・アプリケーションであった。図表

3 に示されるように、最盛期の比較では、デジ

タル化によって、カメラは数量で 3 倍強、金額

で 5 倍ほどに市場規模を高めたとみることがで

きる。これは単純化すれば数量でカムコーダの

市場の 10 倍となる規模であり、イメージセン

サの市場規模も 10 倍になった。しかしカメラ

フォンに限っても、携帯電話の出荷数量はこの

比ではない。図表 4 にはカメラ機能に注目し、

フイルムカメラと DSC、カメラフォンの世界

出荷数推移を並べてある。2014 年に 16 億台を

出荷したカメラフォンは、2010 年のピーク時

に 1.2 億台強を出荷した DSC に比べて、さら

に 10 倍以上の市場規模を持つことになった。

これだけでもイメージセンサの主用途がカム

コーダであった時代からすれば、数量で 100 倍

以上に市場が拡大したことになる。また 2002
年末からは、1 台の携帯電話に 2 つのカメラを

搭載するカメラフォンが導入され始めている。

カメラの数はそのまま、搭載されるイメージセ

ンサの数である 37。この結果、図表 5 に示され

るように、2014 年 12 月には年間 27 億個を超

えるイメージセンサの出荷が見込まれている。

携帯電話のカメラ装備率、すなわち携帯電話に

占めるカメラフォンの割合は、2002 年に 4%
強に過ぎなかったのが、2006 年には 60% 弱に、

2013 年には 90% を超えている。

カメラフォンは、イメージセンサ事業にこれ

までにない規模の市場をもたらすと同時に、主

流技術の転換を促し、それが産業の景観を大き

く変えていくことになる。図表 5 に示されるよ

うに、カメラフォンではイメージセンサとして、

2000 年代後半まで DSC で主流であった CCD
よりも、CMOS イメージセンサが多く使われ、

2007 年にカメラフォン向けイメージセンサの

99.5％を占めるようになっている。さらにカメ

ラフォンは数量ベースでイメージセンサ全用途

の 7 割を占める主用途であったため、図表 6 に

みられるように、イメージセンサ市場全体にお

ける CMOS 利用の比率を早期に高めるのに寄

与している。カメラフォンの他は、パソコン類

とゲーム機器搭載・接続カメラ・一眼レフ

DSC で CMOS イメージセンサへの移行が早く

進んだものの、コンパクト DSC や監視カメラ、

ラの数はそのまま，搭載されるイメージセンサの数である 37。この結果，図表 5 に示され

るように，2014 年 12 月には年間 27 億個を超えるイメージセンサの出荷が見込まれてい

る。携帯電話のカメラ装備率，すなわち携帯電話に占めるカメラフォンの割合は， 2002
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図表 5．カメラフォン向けイメージセンサ出荷数量および携帯電話のカメラ装備率，イメ

ージセンサ内 CMOS 型比率推移  

 
出所）各種刊行資料掲載の Techno System Research 集計データを参考に作成。2005 年と 2014 年の値

は同年 12 月時点の見込み値。出荷数量の単位は万個。横軸は西暦年。  
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ージセンサへの移行が早く進んだものの，コンパクト DSC や監視カメラ，車載カメラと

いったほかの主用途での移行が大きく進んだのはおおむね 2007 年以降と比較的近年であ

った。ただし 2014 年に出荷された 38 億個強のイメージセンサの 99%，金額ベースで 97%
が CMOS 型になっている。1998 年に CMOS 型は数量で 15%であり，CCD からの置き換

えが進んだのは 2000 年代に入ってからである。2000 年代前半に，CCD-CMOS 比率が逆
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図表 5．カメラフォン向けイメージセンサ出荷数量および携帯電話のカメラ装備率、
イメージセンサ内CMOS型比率推移

出所）各種刊行資料掲載の Techno System Research 集計データを参考に作成。2005 年と 2014 年の

値は同年 12 月時点の見込み値。出荷数量の単位は万個。横軸は西暦年。
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車載カメラといったほかの主用途での移行が大

きく進んだのはおおむね 2007 年以降と比較的

近年であった。ただし 2014 年に出荷された 38
億個強のイメージセンサの 99%、金額ベース

で 97% が CMOS 型になっている。1998 年に

CMOS 型は数量で 15% であり、CCD からの置

き換えが進んだのは 2000 年代に入ってからで

ある。2000 年代前半に、CCD-CMOS 比率が逆

転しているのは、カメラフォンに CCD も搭載

された時期があったことを反映している。

2000 年代に転換が進んだのは、イメージセ

ンサの主流技術や市場規模だけではなかった。

イメージセンサ事業を営む企業群と、顧客にな

る主用途市場の企業群も顔ぶれを変えた。かつ

て CCD が主流でイメージセンサの主用途がカ

ムコーダと DSC の時代には、センサでも用途

市場でも日本のエレクトロニクス・カメラ機器

大企業が世界市場の多くを占めていた。しかし

世界の携帯電話市場では 2014 年現在日本企業

のプレゼンスは高いとはいいがたく、またイ

メージセンサ市場の世界シェアも様変わりして

いる。図表 7 には、CMOS イメージセンサへ

の交代前夜 1999 年の世界 CCD 市場シェア（数

量）と、直近 2014 年の世界 CMOS イメージセ

ンサ市場シェア（数量）が描かれている。金額

シェアで描けば様相はまた異なるものの、ここ

ではその大きな変化を見ておきたい。調査会社

の富士キメラ総研によれば、1999 年の世界

CCD 市場は数量ベースでソニーと松下電子工

業が2社合計で7割を占めており、これにシャー

プ、東芝、三洋電機が続いて、合計 91% になっ

ている。その他の 9％には、自社 DSC 向けに

CCD を製造する富士フイルムマイクロデバイ

ス の ほ か、 少 量 の CCD を 生 産 し て い た

Samsung 電子や、Kodak、Koninklijke Philips（以

下、Philips）、TI、IBM、Dalsa、Lockheed Martin 傘

下の Fairchild などが含まれていると思われる。

Kodak のように航空宇宙用や科学用ハイエンド

CCD を開発製造していた企業の市場シェアは

数量ベースでは過少に見積もられるが、市場の

多くを日本企業が占有していた状況が確認でき

る。一方、2014 年度の世界 CMOS イメージセ

ンサ市場に、数量ベースで 0.3% 以上のシェア

を持つ日本企業は、三番手の 18.4％をもつソ

ニーと、2015 年同社によるイメージセンサ事

業買収が決まった東芝を確認できるのみであ

る。ただし金額ベースではソニーが首位となる。

CMOS イメージセンサのその他主要企業は、

 
出所）各種刊行資料掲載の Techno System Research 集計データを参考に作成。出荷数量の単位は百万

個。横軸は西暦年。  
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図表 6．イメージセンサの世界出荷個数推移

出所）各種刊行資料掲載の Techno System Research 集計データを参考に作成。出荷数量の単位は

百万個。横軸は西暦年。
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1990 年代半ばから 2000 年代半ばにかけて創業

したか、もしくはそうした新興企業を買収する

ことで、イメージセンサ事業の開始または強化

を図った欧米亜の企業群である。

他方、イメージセンサの用途市場に目を向け

れば、現在はどちらもカメラフォンによる浸食

で衰退が進む市場であるが、カムコーダでも

DSC でも、日本企業は高いプレゼンスを誇っ

てきた。図表 8には、主用途が未だ両市場であっ

た頃の世界市場シェアを示すデータとして、「そ

の他」カテゴリにそれほど多くの値を含まず、

状況理解を助けてくれそうな、1999 年の世界

カムコーダ市場シェアと、2002 年の世界 DSC
市場シェアを描いた。ともに数量ベースで、日

本経済新聞社の集計による。また、イメージセ

ンサの顧客の状況がカムコーダや DSC とはま

るで異なることを見ておくために、2014 年の

世界携帯電話市場シェアを並べた。カムコーダ

では、ソニーとパナソニック、JVC の 3 社で

86% と市場の大半を占めており、シャープと

キヤノンを合わせれば 98.7％になる。同市場で

はその後シャープが撤退し、近年はアクション

カメラ・セグメントを創造したとされる

Woodman Labs（ブランド名 GoPro）がシェア

を 42% まで急伸させてトップである 38。日本

企業はソニーを筆頭に合わせて 35% 程とプレ

ゼンスは以前ほどでない。2002 年の世界 DSC
市場では、Kodak や Hewlett-Packard（以下 HP）
も一定のシェアを有しているが、ソニー、キヤ

ノン、富士フイルム、オリンパス、ニコンの 5
社で 82% を占めていた。同市場ではその後

Kodak と HP が退出、Samsung 電子が 4 位まで

シェアを伸ばす一方、キヤノンとニコンが寡占

度を高めて 2014 年は合計 54%、ソニー・富士

フイルム・パナソニック・オリンパス・カシオ・

ペンタックスと合わせて 88% 弱と日本企業の

市場プレゼンスは高い 39。これに対して、世界

の携帯電話市場では、主力プレーヤーの顔ぶれ

が全く異なる。2014 年に同市場で 2% 以上の

シェアをもつ日本企業はソニーだけである。

1990 年代の黎明期にパナソニックや NEC が最

大で 10% 程度の市場シェアを持つこともあっ

たが、日本のエレクトロニクス企業は数量で膨

大な規模に成長した世界の携帯電話市場で事業

を拡大することに成功しなかった。

日本のイメージセンサ企業は、その競争力と

事業成長の駆動因としてかつてほどには大きな

社内需要をもたなくなった。イメージセンサと

浸食で衰退が進む市場であるが，カムコーダでも DSC でも，日本企業は高いプレゼンス

を誇ってきた。図表 8 には，主用途が未だ両市場であった頃の世界市場シェアを示すデー

タとして，「その他」カテゴリにそれほど多くの値を含まず，状況理解を助けてくれそうな，

1999 年の世界カムコーダ市場シェアと，2002 年の世界 DSC 市場シェアを描いた。ともに

数量ベースで，日本経済新聞社の集計による。また，イメージセンサの顧客の状況がカム

コーダや DSC とはまるで異なることを見ておくために， 2014 年の世界携帯電話市場シェ

アを並べた。カムコーダでは，ソニーとパナソニック，JVC の 3 社で 86%と市場の大半を

占めており，シャープとキヤノンを合わせれば 98.7％になる。同市場ではその後シャープ

が撤退し，近年はアクションカメラ・セグメントを創造したとされる Woodman Labs（ブ

ランド名 GoPro）がシェアを 42%まで急伸させてトップである 38。日本企業はソニーを筆

頭に合わせて 35%程とプレゼンスは以前ほどでない。2002 年の世界 DSC 市場では，Kodak
や Hewlett-Packard（以下 HP）も一定のシェアを有しているが，ソニー，キヤノン，富
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と HP が退出，Samsung 電子が 4 位までシェアを伸ばす一方，キヤノンとニコンが寡占度

を高めて 2014 年は合計 54%，ソニー・富士フイルム・パナソニック・オリンパス・カシ

オ・ペンタックスと合わせて 88%弱と日本企業の市場プレゼンスは高い 39。これに対して，

世界の携帯電話市場では，主力プレーヤーの顔ぶれが全く異なる。2014 年に同市場で 2%
以上のシェアをもつ日本企業はソニーだけである。 1990 年代の黎明期にパナソニックや

NEC が最大で 10%程度の市場シェアを持つこともあったが，日本のエレクトロニクス企

業は数量で膨大な規模に成長した世界の携帯電話市場で事業を拡大することに成功しなか

った。  
 
図表 7．CCD と CMOS イメージセンサの世界出荷数シェア（順に 1999 年・2014 年）  
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出所）主に次を参考に作成。富士キメラ総研  (各年 )  有望電子部品材料調査総覧 .  G-smatt Global 投資
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用途先製品との間には、デバイスの競争力が最

終製品の差別化やコスト優位といった競争優位

の基盤となり、最終製品の競争優位がデバイス

事業の成長を促すことを目的とした関係があ

り、両社を手掛ける企業を見ることができた。

カムコーダでは、ソニーとパナソニック、シャー

プ、DSC ではシャープの代わりに、キヤノン、

富士フイルム、ニコン、Samsung 電子がこれに

加わる。携帯電話でも、画像デバイスと最終製

品の好循環を構築しようとする例として、

Samsung 電子やソニー、パナソニック、シャー

プを考えることができるものの、世界市場でこ

れに成功しているのは前 2 社で、特に規模の点

では Samsung 電子が圧倒している。ただし、

ソニーは多数の出荷が見込まれるゲーム機

PlayStation 2・PlayStation 3 の USB カ メ ラ に

OmniVision の、Samsung 電子も携帯電話で自

社以外にソニーや G-smatt Global（旧 SETi）、
 
図表 8．カムコーダと DSC，携帯電話の世界出荷数シェア（順に 1999 年・2002 年・2014

年）  

  

（ 1999 年のカムコーダ世界市場シェア・出荷数量） （ 2002 年の DSC 世界市場シェア・出荷数量）  

 
（ 2014 年の携帯電話機世界市場シェア・出荷数量）  

出所）カムコーダと DSC は日本経済新聞社集計（日経産業新聞 2001 年 7 月 13 日；2004 年 7 月 26 日），

携帯電話は Gartner 集計データを参考に作成。単位は％。  
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GalaxyCore のイメージセンサを採用しており、

社内需要品のすべてを自社デバイスで賄うわけ

ではない 40。イメージセンサを含むソニー半導

体の外販比率は、DSC 市場の成長とともに減

少した後、近年上昇しており、2014 年は 81％
であったことが公表されている 41。

以下では、CCD から現在の形の CMOS イメー

ジセンサへと主流技術が交代していくプロセス

を、とくに始まりに注目して CMOS 側の技術

開発と市場開拓努力、企業の誕生と合併、買収、

消滅のダイナミズムとともに見ていく。ただし、

市場地位が激しく入れ替わりながら高成長を遂

げた近年のイメージセンサ市場の競争のダイナ

ミクスは、それ自体経営学研究の対象として興

味深い。特に主流技術が転換する状況での、新

興企業と既存企業の行動とその成果について

は、従来の議論とは異なる論点があり、極めて

興味深いため、別稿で論じる。経営学において

（経営の実務でも）、しばしば技術転換後の市場

での競争優位と関連づけられる既存企業・新興

企業の違いや、先発・後発の優位性、従前の市

場地位などは、必ずしもこの市場での競争優位

を決定づけてはいないと考えられる。また、経

営学ではこれまで、企業の境界の問題として垂

直統合度の違いについてしばしば経営成果に関

係づけられて議論されてきた。これは画像半導

体の分野では、設計に特化したファブレスであ

るか、製造に特化したファウンドリであるか、

両者と販売を手掛ける IDM（Integrated Device 
Manufacturer：垂直統合型デバイスメーカー）

と置き換えられる。用途製品を事業として手掛

ける場合には、さらに垂直統合度が高いことに

なる。イメージセンサ市場での競争優位は、

2015 年の現在はこの要因によって決定づけら

れているとはいいがたい。こうした観点での議

論は別稿で行うことにして、ここではイメージ

センサ産業の転換プロセスにおけるオープン・

イノベーション世界の敷衍を見ていこう。
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お知らせ

　次に掲げる論文に登場する「X 社」「Z社」「M 社」「ある年金基金Ｐ」は仮想の一例であり、実在す

る団体とは一切関係ありません。

林直嗣教授著，「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ（上）＝固定運用か『適合型』運

用か＝」，『経営志林』第 51 巻第 4号（2015 年 1 月）pp．21-36.

林直嗣教授著，「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ（中）＝固定運用か『適合型』運

用か＝」，『経営志林』第 52 巻第 1号（2015 年 4 月）pp．15-41.

林直嗣教授著，「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ（下）＝固定運用か『適合型』運

用か＝」，『経営志林』第 52 巻第 2号（2015 年 7 月）pp．27-46.
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